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東南アジアにおける食産業のビジネスチャンス
NRI シンガポール　Department Head　佐野  啓介
NRI シンガポール　Senior Consultant　人見  智子

1	 海外展開の重要性と実現可能性の高まり

　NRI の過去調査において、食品とは品目が異なる

ものの、例えば Health & Beauty 市場であれば、1

人当たり GDP4,000US ドルを境に必需品からぜい

たく品の消費が始まり、さらに 1 人当たり GDP1 万

US ドルから高価格帯のプレミアム商品のマーケッ

トが立ち上がると分析している。

　東南アジアの経済は、新型コロナウイルス感染症

およびウクライナ問題の影響を受けたもののいまだ

力強く成長している。先に記載した GDP4,000US

ドル／人を目前としている国も多く、都市レベルで

は既に 4,000US ドル／人にとどまらず、1 万 US

ドル／人に達している地域もある。

　さらに、経済成長に伴い、モダントレード率（スー

		図表 1	 東南アジア 5カ国の 1人当たりGDPの推移（2010－ 2027）

  出所）世界銀行、国際通貨基金、国際連合より NRI 作成・推計

		図表 2	 東南アジア主要都市の人口および1人当たりGDPの状況

  出所）国連、各国統計情報等より NRI 算出
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パーやコンビニなど近代的な小売店の、流通全体に

占める比率）や冷蔵庫の普及率が高まるなど、日本

の農産品や加工食品の流通が可能な基盤も整いつつ

ある。食品の流通においては、食の安全を担保しつ

つ、生産・製造した食品をロスすることなく売り切

ることが重要であり、その両面を支える近代的な施

設・設備が整ってきている。

　実際、日本から海外への農林水産物・食品輸出は、

この 10 年で増加を続けている。2012 年に 4,497

億円であった農林水産物・食品の輸出額は、2022

年には当時の 3 倍以上である 1 兆 4,148 億円にま

で増加した。日本の政府としても、2025年に2兆円、

2030 年に 5 兆円という輸出額目標を掲げ、目標達成

に向けた体制整備や各種戦略の実行を進めている ※1。

　また、食産業の海外展開は輸出だけにとどまら

ない。農林水産省の調査によると、海外における

日本食レストラン数は、2013 年の約 5.5 万店から

2021 年に約 15.9 万店とこちらも 3 倍程度となっ

ている。

　このように海外における需要のきっかけとなる 1

人当たり GDP の成長、さらに、日本食の流通を支

える基盤の整備が進む中で、食産業の海外展開の重

要性とその実現可能性は今後も高まっていくものと

考えられる。

※ 1　農林 水 産省「農林 水 産物・食品
の輸出拡大実行戦略の進捗」 https://
www.maff.go.jp/j/shokusan/export/
progress/index.html

		図表 3	 東南アジア 5カ国のモダントレード率および冷蔵庫世帯普及率の推移

  出所） ユーロモニターより NRI 作成

		図表 4	 海外における日本食レストランの数

  ※  太字は 2021 年時点の数字、カッコ内は 2013 年当時の数
  出所） 農林水産省資料（海外における日本食レストランの数）より NRI 作成

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/progress/index.html
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2	 日本の食産業の海外展開が直面している問題と　	

	 次なる可能性

　食産業の海外展開にあたり、日本の強みや特徴を

生かした現地での差別化戦略は重要事項である。そ

の差別性の一丁目一番地は、商品としての農産品や

加工食品であり、輸出額の増加は、実際に日本の農

産品や加工食品の差別性・独自性が海外で認められ

つつあることを示しているといえる。

　一方で、昨今、輸出可能な国内の農産品の不足や

食産業における人手不足、また、国際物流の混乱と

いった問題が発生している。さらに、フードマイレー

ジ（環境負荷低減のために、食の輸送距離を減らす

取り組み）の議論も行われ始めており、日本で生産・

製造した商品を現地に届ける輸出型の海外展開だけ

では、近い将来、成長の限界に直面すると考えられる。

　そのため、今後の海外展開は、日本の農産品や加

工食品の商品性に依存した輸出型の形態だけでな

く、それを支えている各種ノウハウやナレッジにも

注目し、多様な形態での海外展開の検討が必要に

なってくる。

　ノウハウやナレッジを生かした海外展開を考える

にあたり、改めて、日本の食産業の現状や強みを理

解する必要がある。NRI では、従前から、食産業に

関わる各種事業者・行政機関のさまざまな取り組み

を支援している。その取り組みを「食産業を取り巻

くトレンド」として、図表５の①～⑦に整理してい

る。これらのトレンド自体は、企業や政府の活動成

果として表出している動きであるが、その裏側には、

日本が培ってきたノウハウやナレッジが内包されて

いる。その一例を示したものが図表６であり、これ

らを生かした海外展開が増えていくことが期待される。

　なお、これらのトレンドについて、①は農業生産

分野、②は小売・外食、および物流・卸売分野、③

は食品製造分野に関連するトレンドである。そして、

④～⑦は食産業全般に関わるトレンドである。以降、

分野別で見た海外展開の論点・視点を記載する。

		図表 5	 食産業を取り巻く七つのトレンド

  出所）NRI 作成
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３　農業生産分野の海外展開

　農林水産省が発表している「2050 年における世

界の食料需給見通し」において、東南アジアを含む

アジアは、食料の大きな需要増が見込まれる地域と

なっている。そして、同地域の生産量は需要増に合

わせて増加するものの、需要をすべて満たすことが

難しく、2050 年には、2010 年に比べて、2.8 倍（＋

2 億 2,700 万トン）の輸入増が見込まれている。そ

のため、アジアは、日本からの輸出のみならず、現

地での農業生産といった事業機会が存在するエリア

であり、今回は、その現地生産の可能性を考えてみ

たい。

　アジアの農業生産について、国連食糧農業機関

（FAO）の将来生産数量の予測を見ると、穀物・園

芸（野菜・果物）・畜産・水産など農林水産のすべ

てのカテゴリーにおいて増加することが見込まれて

いる※ 2。一方で、現地への農業参入に関しては、生

産品目ごとに検討すべき論点が異なることを意識す

る必要がある。

　まず、穀物・園芸（野菜・果物）に関して、参入

時の一つのボトルネックはその事業規模である。日

本式の栽培方法の普及や日本の農産品を栽培してほ

しいというニーズはもちろん存在し、そのニーズに

応える形で現地展開する事業者も登場してきてい

る。ただし、アジアの穀物・園芸ビジネスは、一部

プランテーションで展開されている品目を除き、多

くは日本と同じく小規模農家によって支えられてい

る。そのため、農地や生産者など、事業を開始する

のに必要なリソースを大規模に確保することが難し

いことを念頭に置いておく必要がある。他方、畜産

や水産は、畜舎や養殖場を設け、その施設の中で機

械化や自動化を支える設備を導入する形で事業が行

われている。そのため、企業経営としてビジネス展

開しやすい品目であり、実際、同分野において、世

界の上位企業といわれている企業もアジアには多数

存在する。

　なお、穀物や園芸について、周辺サービスを主と

した事業参入が事業規模を追求しやすい領域として

存在する。肥料や資材の供給、農作物の販売など農

業生産の前後で発生する業務を束ねて、業界のプ

		図表 6	 七つのトレンドと関連するノウハウやナレッジ

  出所）NRI 作成

※ 2　「OECD-FAO Agricultural 
Outlook 2022－2031」
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ラットフォームを目指すビジネスモデルであり、昨

今では、デジタルをかけ合わせた形での展開を志向

する企業も多い。過去に筆者が東南アジアの各国政

府と議論をした際にも、日本の JA 全農（全国農業

協同組合連合会）のような農家を支える仕組みがな

く、農業分野の成長においては、農家向けの支援機

関やサービスが重要であるとのコメントがあった。

４　食品製造分野の海外展開

　食品製造分野は、農業生産分野に比べて、より広

範囲の品目で、事業規模を追い求めやすい領域であ

る。図表８は、東南アジア 5 カ国における加工食品

の 2017 年に対する 2022 年の市場規模の比較であ

る。すべての加工食品において、2017 年よりも成

長している点は同じであるが、個別国内での各品目

同士の成長度合いを比較するとばらつきがあり、各

国でも成長著しい品目とそうでない品目に違いがあ

る。この分析結果は、各国の現状のニーズの違いを

示している一方で、将来的に新規に事業展開できる

市場がまだまだ残されている可能性を示唆している

のではないだろうか。

　

他方、食品製造分野においては、事業上の力点が商

品性だけでないところに注意しておく必要がある。

食品製造は、商品性を追求しつつも、工場等の事業

資産をいかに高い稼働率で運用できるかも重要であ

る。そして、高い稼働率を確保するためには、最寄

り品であるという食品の特性を踏まえ、多様な流通

チャネルと連携し、多くの消費者に商品を届けてい

くことが求められる。過去の取り組み事例として、

ザ コカ・コーラ カンパニーとペプシコは、自社の

コーラ飲料の流通網を確保するために、自社のロゴ

マークが印字された冷蔵庫を個人商店に展開し、そ

こで、コーラ飲料の販売に注力した。

　昨今は、スーパーやコンビニといったモダント

レードの拡大や SNS を通じた新商品情報の第三者

による拡散など、より一層、考慮しなければならな

い要素が増えている。そのような事業理解の下、現

地事業者と協業した形で現地展開を行うケースも多

い。以下がその事例であるが、製品開発や物流、経

営管理といったさまざまな点での協業が進んでいる

状況にある。

		図表 7	 アジアにおける大手畜産・水産事業者の例

  出所） 各種公開情報より NRI 作成
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５　物流・卸売分野の海外展開

　物流・卸売分野の海外展開では、まず、事業環境

の違いを理解しておくことが重要である。

　以下は、新興国、日本、先進国における流通パター

ンの違いを示したものである。日本では、卸売業が

リードする形で食品が流通している状況にあるが、

先進国では小売が主導権を握り、メーカーを巻き込

んでいくスタイルが主流である。また、東南アジア

に多い新興国ではメーカーが主導権を握り、物流網

を構築していくスタイルが主流である。

　そのような中で、東南アジアにおける物流および

卸売業へのニーズも日本におけるそれとは異なる状

況にある。日本では、食の流通を支えるインフラと

してのニーズが高く、さまざまな機能を有し、その

品質の高さを差別化要素として事業展開をしている

事業者が多い。他方、東南アジアでは日系の物流・

卸売業の総合力や品質の高さは現時点では競争領域

ではなく、メーカー等が求める個々の課題に対して

いかに低コストでサービスを提供できるかといった

点が顧客獲得のポイントとなる。

　他方、東南アジアの食品流通はいまだ多くの課題

を有している状況にもある。保管や輸送時の品質管

		図表 8	 東南アジア 5カ国における加工食品の2017年に対する2022年の市場規模

  出所）ユーロモニターより NRI 作成

		図表 9	 現地事業者との協業による海外展開の例

  出所） 各種公開情報より NRI 作成



7

Vol.237
April 2023

理の度合いの低さに起因する廃棄ロス、また、1次卸・

2次卸を利用した食品流通に伴う販売管理の難しさ、

さらには、電話や FAX、メールや SNS といったコ

ミュニケーションツールの乱立による受発注管理の

煩雑さなどが存在する。そのため、それぞれの課題

を解決するソリューションサービスを展開すること

が現地進出の一つの足掛かりになると想定される。

6	 小売・外食分野の海外展開

　小売・外食分野には、農業生産や食品製造、物流・

卸売には存在しないフランチャイズというビジネス

モデルがある。そして、フランチャイズでの海外展

開は、進出のための資本的な負担が比較的少なく、

進出が迅速・容易であるという特徴があり、フラン

チャイズでの海外展開を行う企業も多い。過去に

NRI にて日系外食企業の海外進出パターンを集計し

た際には、独資単独の進出が 39％、合弁が 24％、

フランチャイズが 37％という結果であった。また、

コンビニといった小売業の海外展開においてもフラ

ンチャイズ展開が活用されるケースも多い。

　フランチャイズ展開においては、現地パートナー

の存在が欠かせず、その選定が成否を分ける。選定

におけるポイントは、図表 11 に挙げる五つであり、

現地での事業展開をリードする役割を担ってもらう

ため、その素質に関する定性的な評価も欠かせない。

　加えて、フランチャイズ契約を結ぶにあたり、そ

の契約条件にもこだわる必要がある。特に重要なポ

イントとして、期間・対象地域・ロイヤルティー料・

目標店舗数が挙げられ、契約後は、その目標に向け

た活動を支えるとともに、十分な成果が得られない

場合には、打ち切りも考える必要がある。

７　食産業の海外展開時に把握しておくべき事項

　ここまで、東南アジアにおける食産業のビジネス

チャンスとして、各業界の海外展開の可能性につい

て記載してきたが、最後に、海外展開を進めるにあ

たり、改めて現地の状況を十分に把握することが大

切であると伝えておきたい。

　海外展開とは、見知らぬ土地で今までと異なる消

費者を対象に新しいパートナーと連携しながら、事

業を一からつくっていくことである。さらに何をい

つまでに理解して実行しなければならないのか分か

らず、話を進める中で思わぬ落とし穴に落ちてしま

うケースも多い。

　図表 12 は、NRI が食産業の海外展開を目指す事

業者をサポートする際に伝えている調査項目の一覧

		図表 10			新興国・日本・先進国における流通パターンの違い

  出所）NRI 作成
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		図表 11			現地パートナー選定におけるポイント

  出所）NRI 作成

		図表 12			食産業の海外展開時に把握しておくべき事項

  出所）NRI 作成
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である。海外展開は、現地に拠点をつくることがゴー

ルなのではなく、現地でのビジネスを長期間にわた

り成り立たせていくことがゴールである。

　そのため「ユーザーの圧力」や「社会的要因」に

記載している事項を踏まえ、自社の商品やサービス

は現地のマーケットや社会環境に合ったものである

のかどうか、もしくは、ゼロからマーケット創造を

行う長い道のりの取り組みになるのかどうかを確認

する。また「新規参入の脅威」や「代替品の脅威」「技

術的要因」に記載している事項を踏まえ、自社のビ

ジネスが模倣される恐れがないか、競争優位性を維

持できるかどうかを確認する。さらには「経済的要

因」や「政治的要因」に記載している事項を踏まえ、

継続的に事業を行っていける環境下にあるかどうか

を確認する必要がある。

　ぜひ、図表 12 の調査項目の一覧を海外展開に挑

戦する皆さまの羅針盤として使ってもらえればと思

う。
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